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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 22 年 9 月 27 日 

担当部・課：農村開発部水田地帯第 1課 

１．案件名 

国名： ラオス人民民主共和国 

案件名：南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロジェクト 

Participatory Irrigated Agriculture Development Project in Southern Areas along the Mekong River

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

ラオス国サバナケート県において、1) 県及び郡農林局職員によるプロジェクト実施体制の構

築、2) 県及び郡農林局職員の研修実施能力の強化、3) モデルサイトの農民組織の強化、4) 農

民組織による末端水路の整備、灌漑システムの効率的な運用・維持管理の推進、5)モデルサ

イトの営農類型（米、野菜、メイズなど）の改善、6) 南部メコン川沿岸地域の参加型水管理

による灌漑農業開発に関する改善案の策定・提言を行うことにより、県・郡農林局職員及び

農民組織の「参加型水管理による灌漑農業開発」の能力を強化することを目的とする。 

（２）協力期間 

2010 年 11 月～2015 年 10 月（60 カ月） 

（３）協力総額（日本側） 

約 3.8 億円 

（４）協力相手先機関 

農林省灌漑局（Department of Irrigation：DOI） 

農林省農林普及局（National Agriculture and Forestry Extension Services：NAFES） 

サバナケート県農林局、チャンポン郡及びサイブリ郡農林局、種子増殖センター 

（５）国内協力機関 

農林水産省農村振興局 

（６）裨益対象者及び規模 

農林省灌漑局、農林普及局：36 人、14 人 

サバナケート県農林局の灌漑・普及課の職員：約 60 人 

チャンポン郡及びサイブリ郡農林局の職員：約 40 人 

モデルサイトの農民組織と農家：4グループ、約 800 農家 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

ラオス国の農業は国内総生産の 5割強、労働人口の 8割以上を占めるラオス最大の産業である。

また、国民生活を支える必要から同国は、1990 年代後半まで自給を最大の目標とした農業政策に

取り組み、潅漑面積の拡大に焦点を当ててきた（潅漑面積： 25,000ha（95 年）、100,000ha（04

年））。この結果、地域的な不均衡が生じているが、国としては 1999 年に自給を達成している。 

しかしながら、限られた予算の大半を「潅漑面積の拡大」に充てたため、「末端部水路の整備が
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不十分」、「農民組織の末端水路管理に必要な技術力が不十分」、「維持管理費徴収の制度が未確立」

等の問題が生じている。 

こうした問題の解決策として、ラオス国農林省灌漑局は、中小規模の灌漑施設については、施

設の所有及び運営維持管理に関する権利と義務を農民組織に移譲・移管する IMT（Irrigation 

Management Transfer）施策の導入を進めてきた。しかしながら、受け皿となる農民組織の体制を

十分整備することなしに進めてきたことから、非効率な水配分や、施設の適切な管理や更新がで

きないなどの問題を各地で引き起こしている。 

JICA（灌漑政策アドバイザー）や ADB、フランス等の他ドナーは政策の抱える問題点について

指摘し、「技術面、財政面における政府の役割を定めた上で農民組織に末端水路を移管する IMT

の推進」を提言してきた。農林省潅漑局、普及局はこの考え方を理解し、政策の中に盛り込もう

とする取り組みはあるものの、厳しい予算事情、人員不足が制約要因となって、具体的な取り組

みには時間を要している。 

IMT が導入された灌漑組織において、農民組織が自ら灌漑施設の維持管理を行う必要があるが、

維持管理費（水利費）が十分徴収できていないことから、水路の補修等、適切な施設管理が行わ

れていない。今後、農民組織は、乾期において、自給以外のコメを含む商品作物の栽培に取組み、

現金収入をこれまで以上に確保し、施設の維持管理に当てることが求められている。 

これに関し、政府は「灌漑農業戦略（Irrigated Agriculture Subsector Strategy: 2011-2020）」

を策定し、農産物の自給的生産から商業生産農業への転換を図り、灌漑施設の持続的な活用に必

要な資金を捻出しようと考えている。しかしながら、政府による市場化のための環境整備、農民

及び県・郡の職員とも売れる作物作りの技術・経験が不十分であり、改善・向上が求められてい

る。 

本プロジェクトの対象地域であるサバナケート県は、「灌漑農業戦略」に沿って、北部平野のヴ

ィエンチャン県、北部高地のウドムサイ県とともに、南部平野を代表する県として、県総合灌漑

農業開発計画（Integrated Irrigated Agriculture Development Plan: IIADP）の策定に先行的

に取り組んでいる。また、同県チャンポン郡及びサイブリ郡は、「灌漑農業戦略」における重点郡

に位置付けられている。サバナケート県には、大～小規模の灌漑施設が多数あり、一定規模のマ

ーケットも存在している。道路、通信のインフラが比較的整備され、タイ及びベトナムにも近接

し、優良な農業地帯となるポテンシャルが高いとされている。 

こうした状況を踏まえ、南部メコン川沿岸地域において「参加型水管理」と「コメを含む商業

作物振興のための営農改善」を一体的に進めていくことは、上述した課題を解決する上での有効

なアプローチであると考えられる。そのため、プロジェクトでは、「低コストの技術」、「簡易に習

得できる技術」に焦点を絞り、県・郡の灌漑及び普及部門の職員の灌漑農業開発に関する能力向

上を支援していく。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

 １）2004 年に策定された「国家成長・貧困削減戦略」において、農林業は教育、医療、交通イン

フラに並び 4つの中心セクターの一つとして位置づけられている。 

２）現在策定中の「第 7 次農林業開発計画 5 ヶ年計画 2011-2015」（本年 10 月頃に発表予定）に
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は、商業的農業の開発を見据えた灌漑農業の開発が重点開発課題に位置付けられ、灌漑施設

の運営維持管理（IMT）を取り巻く政策・制度の改善を含む「灌漑農業戦略」が盛り込まれる

予定である。 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

１）対ラオス国別援助計画（2006 年 9 月）及び JICA の援助方針では（2009 年 10 月）、「農村地域

開発及び持続的森林資源の活用」を 6 つの援助重点分野の一つに掲げ、農林省・県及び郡農林

局それぞれのレベルでの政策策定・実施能力強化と農村地域住民の持続的な生計向上及びエン

パワーメントを図るための協力プログラム「農林業・農村振興及び農林業行政強化プログラム」

を展開している。 

４．協力の枠組み 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）【協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標】 

サバナケート県において、県、郡農林局職員及び農民組織の参加型水管理による灌漑農業開

発※の実施能力が向上する。 

【指標】 

①「参加型水管理による灌漑農業開発指針」が、サバナケート県の「総合灌漑農業開発計画」

（IIADP）に位置付けられる。 

②モデルサイトにおける米を含む作物の生産量が XX％増加する。 

 

※ラオスにおける灌漑農業は、人工的に取水施設を造成し、水路を配置することで計画的な作付

けを行う農業を灌漑農業とし、作物については、灌漑水を使うものであれば、稲作、畑作問わず

含まれる。 

 

２）【協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標】 

参加型水管理による灌漑農業開発のアプローチが、南部メコン川沿岸の他の灌漑地域にも適

用される。 

【指標】 

①南部メコン川沿岸地域の※※地域において、参加型水管理による灌漑農業開発のアプロー

チが適用される。 

②サバナケート県におけるコメ等の生産量がベースライン調査時に比較し、XX％増加する。

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

【アウトプット 1】 

サバナケート県及び 2郡の農林局職員によるプロジェクトの実施体制が構築される。 

【活動 1】 

1-1 モデルサイトにおける活動のためのタスクフォース・チーム（専門家、県・郡農林局職

員、種子増殖センター等の職員）を設置する。 
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1-2 モデルサイトの選定基準を確定する。 

1-3 2 郡でベースライン調査を実施する。 

1-4 ベースライン調査の結果に基づき、モデルサイトを選定する。 

【指標】 

1-1 タスクフォース・チーム（２チーム）が結成され、農林省灌漑局に承認される。 

1-2 モデルサイト（４カ所）が確定し、農林省灌漑局に承認される。 

 

【アウトプット 2】 

農林省灌漑局、普及局職員の研修により、県及び 2 郡の農林局職員の研修の実施能力が向上

する。 

【活動 2】 

2-1 県及び 2郡の農林局職員に対する「農民組織強化」、「水管理、末端水路整備及び維持管

理」、「営農類型改善」の研修計画を策定する。 

2-2 当該分野の研修に関するカリキュラム及び教材を作成する。 

2-3 県及び 2郡の農林局職員に対し、当該分野の研修を実施し、モニタリングを行う。 

【指標 2】 

2-1 研修の前後における県及び 2郡の農林局職員の知識・理解度の向上（理解度テストの点

数の向上）。 

2-2 講師又はインストラクターになった県及び２郡の職員数。 

2-3 講義後の受講生による講師の評価。 

 

【アウトプット 3】 

県及び 2郡の農林局職員の研修により、モデルサイトの農民組織が強化される。 

【活動 3】 

3-1 モデルサイトの農民組織に対する「水管理委員会の設置運営」、「組織の規約」、「水利費

の徴収・会計」等の研修計画を策定する。 

3-2 当該分野の研修に関するカリキュラム及び教材を作成する。 

3-3 モデルサイトの農民組織に対し、当該分野の研修を実施し、モニタリングを行う。 

【指標 3】 

3-1 研修の前後における農民の知識・理解の向上（理解度テストの点数の向上）。 

3-2 農民組織が定めた規約の内容・構成と順守（実施）の状況。 

3-3 水利費の徴収率の増加。 

3-4 水利費徴収に係る会計報告の回数。 

 

【アウトプット 4】 

モデルサイトの農民組織によって、末端水路が整備され、灌漑システムが効率的に運用・維

持管理される。 

 



 5

【活動 4】 

4-1 モデルサイトの農民組織に対する「水管理・配分」、「末端水路整備」、「水路の維持管理」

等の研修計画を策定する。 

4-2 当該分野の研修に関するカリキュラム及び教材を作成する。 

4-3 モデルサイトの農民組織に対し、当該分野の研修、技術支援を実施し、モニタリングを

行う。 

【指標 4】 

4-1 研修の前後における農民の知識・理解の向上（理解度テストの点数の向上）。 

4-2 末端水路が XX km 延伸する。 

4-3 乾期灌漑面積が XX ha 増加する。 

 

【アウトプット 5】 

県及び 2 郡の農林局職員の研修により、モデルサイトの農民組織及び末端水路の整備進捗に

応じた営農類型（米、野菜、メイズなど）が開発される。 

【活動 5】 

5-1 モデルサイトの営農類型の見直し及び改善案を策定する。 

5-2 モデルサイトの農民組織に対し、乾季作物栽培、収穫後処理等についての技術研修を実

施する。 

5-3 モデルサイトの農民組織に対し、改善された営農類型に基づいた作物生産の実地研修、

技術支援を実施し、モニタリングを行う。 

【指標 5】 

5-1 研修の前後における農民の知識・理解の向上（理解度テストの点数の向上）。 

5-2 改善された営農類型に基づく作物生産マニュアルが作成される。 

 

【アウトプット 6】 

「参加型水管理による灌漑農業開発指針」が、政府（中央・県）関係機関によって、正式に

承認される。 

【活動 6】 

6-1 県及び郡職員向けの農民組織指導マニュアル（「農民組織強化」、「水管理、末端水路整

備及び維持管理」、「営農類型改善」等）を作成する。 

6-2 「参加型水管理による灌漑農業開発指針」を作成する。 

6-3 「参加型水管理による灌漑農業開発」に関するワークショップを開催する。 

【指標 6】 

6-1 サバナケート県を始めとする南部メコン川沿岸地域の総合灌漑農業開発計画（IIDP）に

「参加型水管理による灌漑農業開発指針」の一部が取り入れられる。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額 4.1 億円） 
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・長期専門家：4名、265M/M（チーフ／制度化、水管理／末端水路整備、営農計画、 

業務調整/研修） 

・短期専門家：農民組織化、営農改善、マーケティング／アグリビジネス、等 

・供与機材：車輌、研修用機材、水路整備用機材等 

・研修員受け入れ：本邦研修、域内研修 

・現地業務費：ベースライン調査を実施するローカル・コンサルタントの傭上、国内研修経費、

灌漑施設整備支援費 

 

２）ラオス側 

・カウンターパート等：プロジェクト・ダイレクター（灌漑局長）、共同プロジェクト・ディレ

クター（普及局次長）、プロジェクト・マネジャー（灌漑局課長）、県プロジェクト・マネジ

ャー（サバナケート県農林局局長） 

・施設及び事務スペースの提供: プロジェクト事務所 2 か所（サバナケート県農林局及び農

林省灌漑局） 

・プロジェクト実施に必要な経費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件、リスク要因） 

１）前提条件 

・モデルサイトの灌漑施設に必要な水量が確保されている。 

・農民組織が維持管理できる灌漑施設がある。 

２）成果（アウトプット）達成のための外部条件 

・モデルサイトの農民組織が、プロジェクトの趣旨に賛同し、活動に参加する。 

・プロジェクト期間中に旱魃・洪水等の気象災害や病虫害の大発生等により、対象地区の作物

栽培及び灌漑施設が大きな影響を受けない。 

３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・灌漑農業に関する政府の政策動向が、プロジェクトの活動に不利な影響を与えない。（灌漑法、

灌漑農業戦略、IMT ポリシーの見直しなど。） 

・研修や技術支援を受けた県及び 2郡の職員が活動を継続する。 

４）上位目標達成のための外部条件 

・政府が商業作物のマーケッティング支援体制を整備する。 

・農産物の価格が急激に下落しない。 

・県及び郡において参加型灌漑農業開発に必要な予算と人員が確保される。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

以下の理由により、妥当性が高いと見込まれる。 

・ ラオス国の国家農林業開発の重点課題として、商業的農業開発を見据えた灌漑農業開発が

位置付けられており、また、「第 7次農林業開発五カ年計画 2011-2015」においては、灌漑

施設の運営・維持管理の政策・制度の改善を示した「灌漑農業戦略」が盛り込まれる予定
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である。 

・ 我が国の対ラオス国別援助計画及び JICA の援助方針との整合性は高い。また、中央・県・

郡レベルの農林業セクターの政策策定・実施能力強化と農村地域住民の持続的な生計向上

及びエンパワーメントを図る「農林業・農村振興及び農林業行政強化プログラム」の下で

行われてきた協力（灌漑施設の運営・維持管理制度改善）との関連性も高い。 

・ プロジェクトの対象県であるサバナケート県は、政府の灌漑農業開発の重点県であり、県

の西部は、タイ国との国境となるメコン川に面し、ラオス国内でも農業の盛んな地域であ

る。また、対象郡であるチャンポン郡、サイブリ郡は、①県における灌漑農業の重点郡、

②適切な規模の灌漑施設が多数存在、③幹線道路が郡内を通り、市場へのアクセスが良い。

これらのことから、対象県・郡の選定における妥当性も高いと考えられる。 

・ 県及び 2 郡の職員の灌漑農業に関する知識・技能は十分ではなく、農民への適切な指導・

助言が困難な状況にある。関係者は、これらの能力強化に対する切実なニーズを抱えてお

り、本プロジェクト実施への期待は大きい。 

 

（２）有効性 

以下の理由により有効性は高いと見込める。 

・ プロジェクト目標である「サバナケート県における参加型水管理による灌漑農業開発の能

力の強化」のためには、「行政機関の農民組織に対する指導能力の強化」（成果 2）と「農

民組織の灌漑管理及び営農改善能力の強化」（成果 3、4 及び 5）を並行して行う必要があ

る。 

現時点でラオス政府内に灌漑農業開発の実施体制は十分整備されていないことから、本

プロジェクトではサバナケート県における実施体制の構築を目指し、その先進例（モデル）

となる県・2 郡及び関係機関のスタッフによるタスクフォースを立ち上げる（成果 1）。さ

らに、そこで得られた教訓知見を「政策提言」として発信し（成果 6）、政府が進める灌漑

農業戦略策定に貢献することを目指している。 

また、県及び郡農林局職員並びに農民組織の灌漑農業に付随する営農技術及びその指導

に対するニーズが極めて高いことから、営農コンポーネントをインセンティブとして付与

している（成果 5）。 

・ 行政側のスタッフが現場で農民指導の実地研修を行い、同時に、農民組織自身が灌漑管理

及び営農改善能力を強化させるモデルサイトについては、農民組織により持続性・発展性

発現の可能性が高い小中規模の灌漑スキームを対象とする。 

・ 灌漑農業開発に係るラオス政府の政策動向を注視しつつ、ワークショップ等を通じ、農林

省に対してプロジェクトの成果を説明し、適切な政策策定、実施体制整備及び予算確保へ

の働きかけを継続して行う予定である。 

 

（３）効率性 

本技プロの活動については、以下の点に留意し、必要な投入を確保・実施することにより、

効率性の高まることが見込まれる。 
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・ ベースライン調査を実施し、灌漑施設・システムの抱えるハード面でのリスクが極力低く、

営農ポテンシャル（市場アクセス・買い手の確保など）に恵まれたモデルサイトを選定す

ることにより、外部要因が満たされる可能性が高くなる。 

・ 営農コンポーネントが農民組織の参加意欲を高める誘因材料となる可能性が高いことか

ら、営農、アグロビジネス/マーケッティングに関する長期・短期専門家を配置する予定で

ある。 

・ 現場（サバナケート県）で得られた知見・活動成果から導かれる各種提言を中央（農林省

灌漑局）の灌漑戦略等の戦略に反映する必要があることから、サバナケート県農林局（灌

漑普及分野の職員は約 60 名）と農林省灌漑局（灌漑局職員は約 40 人）にプロジェクト事

務所を設置し、地方、中央間で情報の共有が密に図れるシステムを形成する。 

・ 農林省に派遣されていた灌漑政策アドバイザー専門家が作成した各県の灌漑データーベー

ス、現在実施中である JICA 技術協力プロジェクト「稲種子増殖普及システム改善計画プロ

ジェクト（2006-2011）」の成果を活用し、ベースライン調査、種子選定及び収穫後処理等

の技術サービスの提供を効率的に実施する。 

・ また、アジア開発銀行（ADB）を始めとする他ドナーが作成した各種マニュアルについても

積極的に活用する。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトの実施により、正のインパクトが以下のとおり見込まれる。 

・ 上位目標「参加型水管理による灌漑農業開発のアプローチが南部メコン川沿岸の他の地域

にも適用される。」に関しては、プロジェクト目標「サバナケート県において、参加型水管

理による灌漑農業開発の能力が強化される」の達成によって、プロジェクト対象地区にお

けるコメを含む商品作物の生産量の向上が期待される。これら成功事例、経験を南部メコ

ン川沿岸の他の県も対象にした「参加型水管理による灌漑農業開発」（成果 6）のワークシ

ョップ等で共有することにより、プロジェクト終了後、3～5年以内に他の南部メコン川沿

岸の灌漑地域にも適用されることが見込まれる。 

・ サバナケート県は、南部メコン川沿岸地域を代表する県として、「県総合灌漑農業開発計画」

の策定に先行的に取り組んでいる。本プロジェクトでは、プロジェクトの成果の一つとし

て「参加型水管理による灌漑農業開発指針」の作成を予定しており、当該指針が同計画に

盛り込まれると共に、南部メコン川の灌漑農業開発の指針として活用されることが期待で

きる。 

・ プロジェクト期間を通じ、農林省に派遣中の政策アドバイザー専門家や他ドナー等と協力

しながら、中央での政策づくりに有用な現場からの情報提供や政策提言を継続的に行うと

ともに、ラオス政府の予算作成時期（会計年度は 10 月―9月）に、灌漑局及びサバナケー

ト県予算への灌漑施設維持管理費用（大規模補修・修理、人件費など）の組み入れを進言

し続ける必要がある。 
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（５）自立発展性 

本案件の自立発展性は、以下の理由から事前調査時点では、中程度と見込まれる。プロジェ

クト期間中は、サバナケート県における灌漑農業開発推進の中核となる県及び郡職員への確

実な技術移転に軸足を置き、その後の発展性については、予算化の仕組みの構築を支援しつ

つ、他ドナーからの支援など外部リソースの活用を含めて方策を見出すことが妥当と思われ

る。 

・ 政策・制度面：農林省がフランス他のドナーとともに作成した「灌漑農業戦略」（2009 年

11 月）では、県レベルで総合灌漑農業開発計画（IIADP）を策定し、実施及びモニタリン

グを行う計画となっており、IIADP のコンセプト開発のための先行事業が、ヴィエンチャ

ン県、ウドムサイ県、及びサバナケート県の 3県で実施されている。 

・ また、1998 年に首相令により灌漑施設の維持管理を農民組織に移管する方針が実施されて

いる。このことからも、サバナケート県を対象に「参加型水管理」による「灌漑農業開発」

を行うことは、政策・制度面からの継続性も高いと考えられる。 

・ 「参加型水管理による灌漑農業開発指針」（以下、「指針」）、及び県・郡職員向けの対農民

組織「灌漑農業指導マニュアル」が関係者に承認され【成果 6】、「指針」がサバナケート

県の「灌漑農業開発計画」(IIADP、現在策定作業中)に位置付けられ【プロジェクト目標】、

「指針」及び「灌漑農業指導マニュアル」が灌漑農業担当職員の業務指針・ツールとして

活用されることで、県レベルにおける政策・制度的持続可能性は確保されることが期待で

きる。 

・ 組織・体制面：技術移転の実質的な受け皿となるのは県及び 2 郡の農林局であり、その組

織機能の継続性は確保されている。また、プロジェクトでは、県・郡職員及び種子増殖セ

ンターの職員によるタスクフォース・チームを設置し、それぞれの段階に応じた能力強化

を図ることから、関係組織の役割が明確になるとともに、連携が強化されることにより、

体制面での継続性も確保されると見込まれる。 

・ 財政面：ラオス国は、「灌漑農業戦略」を策定し、農産物の自給的生産から商業生産農業へ

の転換を図り、灌漑施設の持続的な活用に必要な資金を捻出しようと考えているが、財政

は依然として厳しいのが現状である。本プロジェクトにおいても、予算化の仕組みの構築

を支援しつつ、他ドナーからの支援など外部リソースの活用を含めた方策を見出すことを

検討する。 

・ 技術面：本プロジェクトでは、「低コストの技術」、「簡易に習得できる技術」に焦点を絞り、

県・郡の灌漑及び普及部門の職員の灌漑農業開発に関する能力向上を支援していくことに

している。このことから技術面での継続性は高いと考えられえる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・本プロジェクトでは、圃場レベルで末端水路の整備をモデル的に実施するが、圃場の選定、

農民グループの構成に不公平が生じないよう、農民を積極的に巻き込んで事業を実施する。

・また、ラオスでは、ジェンダー格差の是正が開発課題となっていることから、現状・ニーズ

分析を十分行ない、農民研修時に女性の参加を促すと共に、営農類型を計画する際には、作

業に従事する女性の要望を十分取り入れることとする。 
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７．過去の類似案件からの教訓の活用 

（１）ベトナム国で実施された「農業生産性向上のための参加型水管理推進計画プロジェクト」で

は、農民、プロジェクト関係者に対し、１）現地での活動に影響力を持つ地方行政機関を積

極的に取り込むことがプロジェクトの成功に不可欠である。２）組織強化をコンポーネント

とする場合は、新たに組織を作るのではなく、既存の組織を強化するアプローチが有効かつ

効率的である、等の教訓がまとめられている。本プロジェクトにおいては、プロジェクト対

象県・郡農林局及び種子増殖センター等、の職員で構成されるタスクフォースを中心に活動

を行っていく。また、農民組織についても、既に組織化され、ある程度の活動実績のある組

織をモデルとして選定し、組織強化を図ることにしている。 

 

（２）タイ国で実施された「水管理システム近代化計画プロジェクト」では、１）畑作栽培導入を

行う際には、農家のインセンティブとリスク（米価との比較、価格変動、収穫物の運搬・販

路、病害虫、土壌等）の分析が不可欠である、２）モデルエリアにおける水管理システムの

成功事例を他地域の灌漑事務所と共有するためのメカニズムを灌漑局が中心になって構築す

ることが重要、等の教訓がまとめられている。本プロジェクトでは、モデルサイトの営農類

型を改善し、モデル農家による実証栽培の支援を行うことにしているが、プロジェクト開始

直後にベースライン調査を行い、市場・流通及び、土壌等の現状を十分に把握することとし

ている。また、モデルエリアの成果については、ワークショップ等を通じ、中央政府及び他

県関係者に提言していくことにしている。 

８．今後の評価計画 

2010 年 12 月～ ベースライン調査 

2013 年 6 月  中間レビュー 

2015 年 6 月  終了時評価 

2018 年     事後評価（予定） 
 


